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② 健康経営の推進 

指標 保険者とともに健康経営に取り組む企業数 

データソース 日本健康会議 12）「健康づくりに取り組む５つの実行宣言」 

宣言達成状況（宣言３の目標達成状況） 

※日本健康会議ウェブサイトで公表 

 

※日本健康会議 2025（宣言３） 

大規模法人においては次の①、中小規模法人においては次の②につ

いて、行われていること。 

①健康経営優良法人の認定基準を満たすこと。この際、健康経営の

発展に資する取組を積極的に実施すること。 

②健康経営優良法人の認定基準を満たすこと。または、保険者や商

工会議所、自治体等のサポートを得て健康宣言に取り組むこと。 

 

（参考）①は健康経営度調査（経済産業省）をもとに、認定基準を満

たす企業を健康経営優良法人として認定（３月に経済産業省

ウェブサイト 13）において公開）した数 

現状値 12万 9,040社（令和４年度：2022年宣言達成状況 14）） 

※①大規模法人部門 ：2,299 社（令和４年３月時点の健康経営優良

法人認定数） 

②中小規模法人部門：126,741 社（令和４年６月 1日時点の状況） 

ベースライン値 ‐社（令和６年度：2024年宣言達成状況を採用予定） 

※①大規模法人部門 ：‐社（令和６年３月時点の健康経営優良法人

認定数を採用予定） 

②中小規模法人部門：‐社 

目標値 10万社（令和７年度） 

※日本健康会議の動向等を踏まえ更新予定 

 

 日本健康会議による「健康づくりに取り組む５つの実行宣言 2025」に合わせて、令和７

（2025）年度の目標値を設定した。 
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③ 利用者に応じた食事提供をしている特定給食施設の増加 

指標 管理栄養士・栄養士を配置している施設（病院、介護老人保健施設、

介護医療院を除く。）の割合 

データソース 衛生行政報告例 

【（（全施設数※－管理栄養士・栄養士のいない施設数※）／全施設数
※）×100】 
※病院、介護老人保健施設、介護医療院を除く 

現状値 70.8％（令和３年度） 

ベースライン値 ‐％（令和６年度：令和６年度衛生行政報告例予定） 

目標値 75％（令和 14年度） 

 

健康増進法において、特定給食施設のうち特別な栄養管理を必要とする施設は管理栄養士

を配置しなければならないとされているが、これに該当する病院、介護老人保健施設のうち

管理栄養士・栄養士を配置している施設の割合は 100％に近い（令和３（2021）年度）ため、

これらの施設は対象から除外する。 

これらの施設を除外した現状値は、70.8％（令和３（2021）年）であり、健康増進法の施

行（平成 15（2003）年）から令和３（2021）年までの推移を踏まえると、令和 14（2032）

年の推計値は約 77％となる。この推計値の達成には、現在、管理栄養士・栄養士の配置でき

ていない既存施設に配置を促していくことになるが、これまでの配置状況を踏まえた今後の

実行可能性の観点から、目標値を 75％とした。 

 

④ 必要な産業保健サービスを提供している事業場の増加 

指標 各事業場において必要な産業保健サービスを提供している事業場の割

合 

データソース 労働安全衛生調査（実態調査）15) 

【（必要な産業保健サービスを提供している事業場の件数÷全調査対

象の事業場の件数）×100】 

現状値 なし（新規目標項目のため） 

ベースライン値 ‐％（令和６年度：令和６年労働安全衛生調査（実態調査）予定） 

目標値 80％（令和９年度） 

※労働災害防止計画の見直し等を踏まえて更新予定 

 

第 14次労働災害防止計画 11)に併せて令和９（2027）年度の目標値を 80％と設定した。今

後、労働災害防止計画の見直し等に合わせて本項目の目標値（目標年度）も更新する。 
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